
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2021年 度 事 業 報 告 書

生定」卜宣型二動法人__ヱ2:Z_建量:量:國i並:重量i』:曇:壁」主

1.事業概要

本法人は、2015年 6月 29日 の設立以来、2015～ 2020年度の事業を経て、第七回の事業年度にあたる 202
1年度 (2021年 4月 1日 から2022年 3月 31日 まで)の活動を実施してきた。以下に、その事業概要を報告す
る。
2021年度は、2019年年末から流行し始めた新型コロナウィルス感染拡大の影響をもろに受け、
2021年 4月 以降もほとんどの活動が停滞し、物理的に行 う集団会合等は極力控えることとした。また、会内
の親睦を図るための会員・会員家族を含む懇親会や親善旅行なども殆ど中止になり、思った存分の活動が出来
なかった。一方、オンラインにてミーティングや交流会等を通じたネット上の活動を積極的に展開し、本日の

総会を迎えることになった。
会員数は、年度当初の 30名 から1名 が増え、31名の会員規模を維持している状況である (2022年 3月 現

在 )。

2.会務運営
2-1会員総会

第 6回会員総会を 2021年 5月 15日 に開催した。 (計 1回 )
2-2 理事会・臨時総会
2021年度において 2021年 4月 28日 、2021年 7月 15日 、2021年 12月 21日 に理事会を 3回開催した。

3.常設活動委員会による共同勉強会
2021年度において、建築構造設計技術委員会と土木構造設計技術委員会の主催により、2021年 7月 28日 、
2021年 11月 29日 、2022年 1月 19日 、2022年 3月 16日 に ZO釧 による勉強会を開催した。 (計 4回 )

4.訪問団受け入れ・派遣、各種交流活動
2021年度においては、2021年 4月 1日 、2021年 4月 6日 、2021年 4月 13日 に外部との交流会活動を開

催した。 (計 3回 )

5.会員交流会・親睦会
2021年度においては、新型コロナ禍の為、交流会または親睦会は中止していました。

6.その他活動                                          |
2021年 6月 ～8月 において、某不動産会社を向け、住宅総合性能改善に関するコンサルを実施した。  |
2021年 4月 ～現在において、日本鋼構造協会の「実例でわかる工作しやすい鉄鋼設計」につき、中国語N

その他事業、2021年度において実施していなかった。                        |



書式第 14号 (法第 28条関係)

2021年 度 活動計算書 (その他事業が上う場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 アジア建設技術交流促進会

その他事業
科 目

特定非営利活動に係る事業

金   額 小計・合計
合計

310,000
310,000 310,000

建設技術の相互理解を促進するための海外訪問者受入事業収益

事業収益

事業収益

受取補助金

A

1

その の

受取利息

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

1.507.562
1.507.562 1,507,562

59

59 59

1.317.621 1.817.621

103,718

22.920
4.140

100,778 130,778

131D.771 130.778

B
1

2 の

2 その

1)

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

(1)人

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
新聞図書費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
接待・交際費

146,615

6,134
46.200
36.894

235.043 236.843

235.843235.841
366.621

当 ■ll里 常 増 濁 額 A B 1.451.000 1.451.000

過年度損益修正益

売

正

災害損失

当  麹 : 欅 , 外 D

経 理 区 分 振
1.451.∞ ( 1.451.000

0

5.108.646
6.559.646

法人税、住民税及び 税

366.621



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2021年 度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 アジア建設技術交流促進会

金   額 小計・合計

A

1

2

の

2) 形

そ の

現金預金
未収金

棚卸資産

敷金
長期貸付金

車両運搬具

什器備品

(1)

ソフトウェア
借地権

(3)

6,559,646

6.559.646

【A】 資 産 合 計 ①+② 6.559.646

2

+

短期借入
預 り金

長期借入金
退職給付引当金

6.559.646

【B二 2

正 峡 財 産 合 計

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

_1___且__億__」:1)1:i:L_____________________
1● 11● ___‐

 ~[ ___:_____ ~~~~

国

Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｌ
壼 風債合計  ・・・④

l T崚 財 産 の 蔀



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2021年 度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 アジア建設技術交流促進会

金  調 ′Iヽ   計 合   計

現金預金

手元現金
三菱tFJ銀行普通預金

OO市事業所

1

長

2) 影

3 の

OO銀行
金

304,775
6,454.871

00事業未収金
▲▲事業未収金

棚卸資産
販売用寄附物品

車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

敷金
OO市事業所

【A】 資 産 合 計 ①+② 6.759.646

200,000

引当金

2

退

職員

長期借入金
OO銀行借入金

茉払
皇
3理機餅廟1諷

預り金
源泉徴収税

200.000

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 200,000

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 6.559.646

【
`



書式第 18号 (法第 28条関係 )

2021年 度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

生産」生Ё型二塾圭△__zジヱ菫ヨ」園重主」並」菫全

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間 .

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏    名

1 理 事

ヒョウ トクミン
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日
潟 徳民

2 理 事

ヨシタカ ノ` ンセン
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日吉高万仙

3 理 事

リン リン
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年 月 日林 林

4 理 事

)J> a..l +
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年 月 日韓水輝

5 理事

ヨウ リュウ
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日楊  柳

6 理 事

ジャォ こ■ 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日焦 喩

7 監 事

リュウ リュウ/ュ ン 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日劉 隆俊

事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 z2z建設1」堕二虚但進全

氏   名

1

凋徳民

（
∠

吉高万仙

一
〇

林 林

4

陳志剛

5

楊  柳

´
０

韓永輝

７
，

李康仙

8

劉隆俊

9

銭志偉

10

姜 柱

11

呉 東航

12

司 建文


